





















少・高齢化の “ 先進地域 ” としてわが国の未来を写し出すからでもあろう。　
振り返れば、戦後の離島振興政策は昭和 25 年の国土総合開発法による大型離
島の開発を端緒に 28 年の離島振興法の制定に始まる。それは 10 年間の時限立法
であったが、改正延長を重ねて既に 60 年以上継続されてきた。現行離島振興法（平











































て激しい人口減少が続いている。昭和 30 年に約 96 万人（国勢調査）いた「本土
離島」（離島振興法指定離島）の人口は平成 22 年に約 42 万人まで減少し、直近
































































離島統計年報（公益財団法人日本離島センター）によると、昭和 50 年には 1


















に入る。それを象徴するのが 39 年の東京オリンピック、45 年の大阪万国博覧会
の開催である。しかし、48 年秋の第一次石油危機によって高度経済成長期が終焉。








や離島に光が当たる。平成 23 年 3 月 11 日には未曾有の東日本大震災・津波・原
発事故で日本社会が揺らぎ未だ復興にはいたっていない。その後自民党が政権に
復帰し現在第二次安倍政権がアベノミクス第２弾を掲げて推進途上にある。その









































































増加（平成 15 年の離島振興計画策定時「全部離島」115 に比べて合併後の 22 年




























付金事業」が推進されており、平成 25 年度の予算が 10 億円、26 年度は 25 年度












































をはじめ交流の拡充、U Ｊ I ターン、二地域居住やマルチハビテーションによる

























































































































































































































































































て考えてみよう。平成 25 年度の実績によると、隊員の年齢は 20 代から 60 代ま
で幅が広く、多様なキャリアを持つ。派遣人員は全国 318 自治体に隊員 978 人、
内離島 30 市町村 80 人以上とされる、平成 26 年度では、派遣人員は全国 437 自
















































なお、本小論は法政大学人間環境学部主催の「離島講座」（平成 27 年 7 月 4 日
（土）の講義内容に依拠した。
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